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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 
  

 (1)連結経営指標等 

  

(注)1.売上高には、消費税等を含んでいない。 

  2.従業員数は、就業人員数を表示している。 

  3.第99期は決算期の変更を行ったため4か月間の連結会計年度となっており、中間連結財務諸表を作成していない。 
 

回     次 第９８期中 第９９期中 第１００期中 第９８期 第９９期 

会 計 期 間 
自平成15年12月1日 

至平成16年5月31日     － 
自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日 

自平成15年12月 1日 

至平成16年11月30日 

自平成16年12月1日 

至平成17年3月31日 

売上高 百万円   647,800     －   775,867  1,335,329   502,750 

経常利益 百万円    25,541     －    30,450    62,029    21,083 

中間(当期)純利益 百万円    11,314     －    13,356    31,178    7,657 

純資産額 百万円   565,066     －   601,993   576,492   581,830 

総資産額 百万円  1,122,549     －  1,165,950  1,134,269  1,143,309 

１株当たり純資産額 円    788.32     －    833.60    804.08    811.75 

１株当たり中間(当

期)純利益金額 
円    15.79     －    18.49    43.12    10.57 

潜在株式調整後   

１株当たり中間(当

期)純利益金額 

円    14.82     －    17.33    40.30     9.92 

自己資本比率 ％     50.3     －     51.6     50.8     50.9 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円    39,220     －    44,030    50,136    14,245 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円   △17,469     －   △23,807   △36,413   △11,253 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円    51,765     －   △19,934    41,823   △10,797 

現金及び現金同等物

の中間期末(期末)残

高 

百万円   191,795     －   169,690   174,137   166,886 

従業員数 人    48,493     －    54,465    50,062    50,850 

(外、平均臨時雇用人員数)    (7,181)     (－)    (9,325)    (7,617)    (8,943) 



  

  

 (2)提出会社の経営指標等 

  

(注)1.売上高には、消費税等を含んでいない。 

  2.従業員数は、就業人員数を表示している。 

  3.第99期は決算期の変更を行ったため4か月間の事業年度となっており、中間財務諸表を作成していない。 

回     次 第９８期中 第９９期中 第１００期中 第９８期 第９９期 

会 計 期 間 
自平成15年12月1日 

至平成16年5月31日     － 
自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日 

自平成15年12月 1日 

至平成16年11月30日 

自平成16年12月1日 

至平成17年3月31日 

売上高 百万円   418,578     －   471,593   855,293   300,861 

経常利益 百万円    15,990     －    16,511    36,688    13,783 

中間(当期)純利益 百万円    9,222     －    10,955    21,928    6,946 

資本金 百万円   138,349     －   138,349   138,349   138,349 

発行済株式総数 千株   733,211     －   733,211   733,211   733,211 

純資産額 百万円   539,845     －   564,138   547,075   548,785 

総資産額 百万円   894,617     －   890,179   881,953   878,430 

１株当たり純資産額 円    752.71     －    780.73    762.66    765.25 

１株当たり中間(当

期)純利益金額 
円    12.86     －    15.16    30.36     9.62 

潜在株式調整後    

１株当たり中間(当

期)純利益金額 

円    12.12     －    14.26    28.53     9.05 

１株当たり中間(年

間)配当額 
円     6.25     －     8.50    13.75     5.00 

自己資本比率 ％     60.3     －     63.4     62.0     62.5 

従業員数 人    14,325     －    13,453    13,991    14,081 

(外、平均臨時雇用人員数)    (2,556)     (－)    (2,454)    (2,592)    (2,618) 



２【事業の内容】 
  

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はない。 

  

  

３【関係会社の状況】 
  

  当中間連結会計期間における重要な関係会社の異動は、次のとおりである。 

  平成17年4月1日付けで、松下設備システム株式会社が新たに当社の連結子会社となった。 

  

  

４【従業員の状況】 
  

 (1)連結会社の状況 

  

  (注)従業員数は就業人員数である。また、臨時従業員数は派遣社員、季節工、嘱託契約の従業員、パートタイマー等を含み、

( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

  

 (2)提出会社の状況 

  

  (注)従業員数は就業人員数である。また、臨時従業員数は派遣社員、季節工、嘱託契約の従業員、パートタイマー等を含み、

( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

  

 (3)労働組合の状況 

  

   労使関係は極めて円滑で、特記すべき事項はない。 

  (平成17年9月30日現在) 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 

主要な事業 

の内容 

議決権に

対する所

有割合

(％) 

関係内容 

役員の兼務

等(名) 
営業上の取引 

資金の

貸付 

設備等

賃貸借当社

役員 

当社

従業員

松下設備システム株式会社 
大阪府

門真市 
500 

住宅設備機器の

販売及び付帯工

事並びに保守サ

ービスの提供 

100.0 0 4 
当社製品（住宅設備

機器、建材）の販売
無 有 

（平成17年9月30日現在） 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

電 材 事 業          19,263 (2,725) 

電 器 事 業           5,511 (2,112) 

住 設 建 材 事 業          10,854 (1,264) 

電 子 材 料 事 業           3,366 ( 175) 

制 御 機 器 事 業           8,806 (1,802) 

そ の 他 の 事 業           4,135 (1,006) 

全 社 ( 共 通 )           2,530 ( 241) 

合 計          54,465 (9,325) 

（平成17年9月30日現在） 

従  業  員  数  （ 人 ）          13,453 (2,454) 



第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 
  

（1）業績 

  当中間連結会計期間における日本経済は、原油高騰の影響があったが、個人消費や設備投資の国内需要を中心として、年初の予

想以上に景気回復が堅調な局面にあった。 

  このような経営環境下において、当社グループ（当社及び連結子会社）は経営方針として、経営ビジョン『真・お客様主義 

Creating Customer Delight』を掲げ、暮らし方・住まい方・その快適の実現に向けての新商品創出、基幹事業の盤石化、海外事業

の加速等による新たな成長への取り組みを通じて、さらなる企業価値の最大化に努めてきた。 

  営業戦略については、新たに設立したマーケティング本部に販売責任・在庫責任・利益責任を持たせ、よりお客さまに近いとこ

ろで意思決定できる体制にすることにより、競合に勝てる戦略展開を推進している。 

  松下電器産業株式会社との包括的協業では、シナジー効果を最大化させ、お客さま視点での最適体制を構築することにより、電

材・電器・住建の各事業分野における企業価値最大化実現に努めている。 

  企業体質強化については、合理化活動「CF1200up作戦」を進め、さらには品質ロスの削減について、品質トラブルの徹底した未

然防止に努めている。CSRとリスクマネジメントについては、社長を委員長とする「CSRM委員会（CSRとRisk Managementの総称）」

を編成し、環境問題へのさらなる取り組みを強化、社会への貢献活動や人間尊重等の企業の社会的責任を強く自覚した経営を進め

るとともに、あらゆる企業リスクに適正に対応している。 

  当中間連結会計期間の業績は、こうした懸命の経営努力の結果、次のとおりとなった。 

  なお、前連結会計年度において決算期の変更を行ったため、対前年中間期増減率を開示していない。 

  

  売  上  高     7,758億6千7百万円 

  営 業 利 益      306億7千6百万円 

  経 常 利 益      304億5千万円 

  中 間 純 利 益      133億5千6百万円 

  

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 ①電材事業（照明・情報機器） 

   売上高は2,876億4千2百万円で、営業利益は99億8百万円となった。 

   住宅市場の情報機器商品では、高機能配線機器「コスモシリーズ ワイド21」や、オール電化対応の高機能住宅分電盤「コンパ

クト21」が好調であった。また、設置義務が法令化された住宅火災警報器が大幅に伸長している。マンション向け商品では、エ

ミット・マンションシステム等のマンションHAシステムが大幅に増販した。照明器具では、虫が好む光の波長をカットし虫を寄

せつけにくくするとともに、紫外線も約99％カットして写真や絵画の色あせ防止にも貢献する低誘虫照明器具「ムシベール」

や、住宅建築設計にマッチする“光”と“デザイン”にこだわった「HomeArchi（ホームアーキ）シリーズ」が大変好調であっ

た。 

   非住宅市場の情報機器商品では、省エネニーズに対応したセンサ付配線機器「かってにスイッチ」や照明を快適に制御できる

リモコン配線機器フル2線式リモコンが好評であった。また、電力自由化ニーズに対応したキュービクルの販売が伸長している。

さらに4月の個人情報保護法施行により、入退出管理システム等のセキュリティ機器も順調に伸長している。照明器具では、電極

を使用せず約6万時間の長寿命と優れた高効率性能による省エネを実現した「エバーライト」、面倒な定格時間点検がボタンを押

すだけで実施できる自己点検機能付誘導灯が好調であった。 

   また、長寿命、コンパクト、水銀レス等、数多くの特徴を持ち、次世代の光源として注目されているLEDを使用した「EVERLEDS

（エバーレッズ）シリーズ」も大幅に伸長している。 

  

 ②電器事業 

   売上高は722億4千6百万円で、営業利益は50億9千4百万円となった。 

   新商品として“4人のプロ技マッサージ（指圧・揉み・さすり・ストレッチ）”を実現したモミモミ「リアルプロX」を発売

し、販売が好調であった。モミモミ「リアルプロ」シリーズは国内外で販売を伸ばした。 

   また、体に負担をかけず座るだけで手軽に筋力強化と基礎代謝、糖代謝がアップし、正しい姿勢の保持ができる乗馬フィット

ネス機器「ジョーバ」、世界初の弱酸性nanoe（ナノイー）イオン発生機能を搭載したヘアードライヤー「イオニティ ナノケア 

ウインドプレス」、回転刃と往復刃の利点を併せ持った曲面形状の刃と“30°鋭角内刃”を搭載し、すばやく深剃りができるメ

ンズシェーバー「ラムダッシュ」、ナノ粒子イオンスチームが肌にハリと潤いを与えるスチーム式美顔器「エステジェンヌイオ

ンスチーマー ナノケア」等が好調であった。 
 



  

 ③住設建材事業 

   売上高は2,535億1千3百万円で、営業利益は52億9千1百万円となった。 

   住設商品では、強化してきた中高級品で、松下電器産業株式会社との「コラボ商品」のシステムバスルーム「イーユ」、シス

テムキッチン「フィットアイ」、タンクレストイレ「エシェル・セオ」等が大変好評を得た。また、重点投下したテレビコマー

シャルによる効果もあり、早期の市場浸透を図ることができた。 

   建材商品でも、システムファニチャー「キュビオス プレミアクラス」、新デザインの玄関収納「セレシス」等、中高級品が販

売を伸ばしている。 

   7月に設立した松下ホームエレベーター株式会社は、油圧式「楽昇家族」に加えて、ロープ式「のり愛号」を商品ラインナップ

に取り揃え、建材商品とのトータルインテリアを実現して、好調なスタートを切ることができた。 

  

 ④電子材料事業 

   売上高は501億4千2百万円で、営業利益は9億2千8百万円となった。 

   好調な携帯電話、デジタル家電、車載向け需要、なかでも環境対応材の旺盛な需要を受けて、ハロゲンフリー多層プリント配

線材料の販売が、日本国内・欧州・中国で堅調であった。 

   車載部品用の環境対応成形材料「ECOM P（エコム ピー）」の販売も堅調であった。また、小型モバイル機器に搭載されるフレ

キシブルプリント配線材料「FELIOS（フェリオス）」やメモリーカード用精密成形品等が販売を大きく伸ばした。半導体封止材

では、環境対応半導体封止材「ECOM E（エコム イー）」や透明液状封止材の販売が好調であった。 

  

 ⑤制御機器事業 

   売上高は920億3千7百万円で、営業利益は88億6百万円となった。 

   IT関連市場を中心に踊り場感があったが、携帯電話市場で高接触信頼性“タフコンタクト”が好評を得て、「狭ピッチコネク

タ」が引き続き伸長した。 

   また、堅調な国内自動車市場で、自動変速機用「ATスイッチ」、ハイブリッド車向け「EVリレー」、駐車をアシストする「B＆

Cセンサ（バック＆コーナーセンサ）」等の車載デバイスが続伸した。 

   FA関連では、機械や設備の安全性を高める「セーフティ・ライトカーテン」が好評を得る等、第二四半期で回復基調に転じ

た。 

   さらに、当社独自の立体回路基板「MIPTEC（ミップテック）」がカメラモジュール市場で販売を伸ばした。 

  

 ⑥その他の事業 

   売上高は202億8千4百万円で、営業利益は28億4千2百万円となった。 

   システム導入コンサルティング及び受託システム開発関連のソリューション事業や、訪問入浴サービス等の介護事業が引き続

き堅調に推移している。 

  

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 ①日本 

   当社を中心に126社の連結会社により構成されている。売上高は6,798億5千6百万円で、営業利益は260億1千3百万円となった。

電材事業及び住設建材事業における松下電器産業株式会社からの営業の譲受に伴う売上増、堅調な民間設備投資需要に支えられ

た電材事業の伸長並びに住設建材事業における外装建材事業の事業構造改革の改善効果等により、業績は好調に推移している。 

 ②北米 

   連結子会社パナソニック電工アメリカ株式会社を中心に6社の連結会社により構成されている。売上高は125億6千3百万円で、

営業利益は5億2千6百万円となった。主として電材事業及び制御機器事業が業績に貢献している。 

 ③欧州 

   連結子会社パナソニック電工ヨーロッパ株式会社及びフォスロ・シュワーベ松下電工有限会社を中心に29社の連結会社により

構成されている。売上高は302億1千6百万円で、営業利益は4億7千1百万円となった。欧州市況の低迷により電子材料事業が苦戦

している。 

 ④アジア他 

   連結子会社松下電工(中国)有限公司を中心に51社の連結会社により構成されている。売上高は532億3千万円で、営業利益は21

億9千8百万円となった。当社がグローバル成長市場と位置づける中国においては、電子材料事業及び制御機器事業の拡大に注力

し、業績は伸長している。 
 



  

 海外売上高は、次のとおりである。 

  

   当中間連結会計期間における海外売上高は、1,051億5千5百万円となった。また、海外売上高が連結売上高に占める割合は、前

連結会計年度と同じ13.6％であった。これは、海外売上高は制御機器事業における携帯電話用コネクタや車載機器等がグローバ

ルに販売の伸びを維持する一方で、電材事業及び住設建材事業における松下電器産業株式会社からの営業の譲受に伴う日本国内

の売上増により、連結売上高が伸長した影響である。 

  

  

（2）キャッシュ・フロー 

   当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は1,696億9千万円となり、前連結会計年度

末に比べ28億4百万円増加した。（新規連結による増加を含む。） 

  

  ①営業活動によるキャッシュ・フロー 

    当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は440億3千万円となった。資金の主な増加要因としては、税金等調整

前中間純利益267億3千7百万円及び減価償却費249億4千9百万円に加え、受取手形を金融機関に譲渡し流動化させたこともあり、

売上債権の減少による資金の増加が269億3千7百万円あったこと等がある。資金の主な減少要因としては、法人税等を139億2千9

百万円支払ったことに加え、主として仕入債務の減少による資金の減少が170億6千7百万円あったこと等がある。 

  

  ②投資活動によるキャッシュ・フロー 

    当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は238億7百万円となった。これは設備投資を進めた結果、有形固定資

産の取得による支出が254億3千8百万円となったことが主な要因である。この他、関係会社株式を売却したことによる収入40億9

千3百万円、松下電器産業株式会社との事業再編に伴う営業譲受による支出57億4百万円及び営業譲渡による収入19億7千4百万円

等が要因である。 

  

  ③財務活動によるキャッシュ・フロー 

    当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は199億3千4百万円となった。これは短期借入金の返済を進め純増減

額で145億9千1百万円減少したことに加え、配当金を37億8千2百万円支払ったこと等が主な要因である。 

  

   なお、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローの合計であるフリーキャッシュ・フローは202

億2千2百万円となった。 

  
 



２【生産、受注及び販売の状況】 
  

 (1)生産実績 

  

   当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

  

  (注)1.金額は販売価格により表示しており、消費税等を含んでいない。 

    2.セグメント間の取引については相殺消去している。 

    3.前連結会計年度において決算期の変更を行ったため、対前年中間期増減率を開示していない。 

  

  

 (2)受注状況 

  

   当社グループは製品の性質上、原則として需要予測による見込生産を主体とする大量生産方式を採っている。一部の連結子会社

で受注生産を行っているが、受注高の金額に重要性はない。 

  

  

 (3)販売実績 

  

   当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

  

  (注)1.金額には消費税等を含んでいない。 

    2.セグメント間の取引については相殺消去している。 

    3.前連結会計年度において決算期の変更を行ったため、対前年中間期増減率を開示していない。 

  

  
 

事業の種類別セグメントの名称 金  額（百万円） 対前年中間期増減率（％） 

電 材 事 業       290,171        － 

電 器 事 業        68,550        － 

住 設 建 材 事 業       263,051        － 

電 子 材 料 事 業        49,344        － 

制 御 機 器 事 業        89,890        － 

そ の 他 の 事 業        19,868        － 

合 計       780,877        － 

事業の種類別セグメントの名称 金  額（百万円） 対前年中間期増減率（％） 

電 材 事 業       287,642        － 

電 器 事 業        72,246        － 

住 設 建 材 事 業       253,513        － 

電 子 材 料 事 業        50,142        － 

制 御 機 器 事 業        92,037        － 

そ の 他 の 事 業        20,284        － 

合 計       775,867        － 



３【対処すべき課題】 
  

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について重要な変更はなく、また、新た

に生じた重要な対処すべき課題はない。 

  

  

４【経営上の重要な契約等】 
  

  当中間連結会計期間において、新たに締結または変更、解約した経営上の重要な契約等はない。 

  

  

５【研究開発活動】 
  

   当社グループ（当社及び連結子会社）は、さまざまな“暮らし方”“住まい方”を創造し、お客さまへ最大の満足を提供すべ

く、新事業・新商品の創造及び潜在ニーズを先取りした先行技術の開発を担う本社技術部門（3研究所）並びに基幹事業をさらに

強化する新技術・新商品の開発を担う本部研究所（6研究所）の構成により、研究企画から事業化までの一貫した研究開発活動を

行っており、各本部研究所においては連結子会社の設計・開発部門と連携を密にして研究開発活動を推進している。研究開発成

果をスピーディかつ的確に新事業・新商品の創出につなげるために、全社横断で最適な人材を結集したプロジェクト編成による

研究開発活動も推進している。また、米国のアメリカ松下電工研究所株式会社（現、パナソニック電工研究所アメリカ株式会

社）をはじめ、欧州、アジアの各拠点を活用したグローバルな研究開発活動を推進するとともに、国内外の大学、研究機関及び

企業との共同研究開発並びに国家プロジェクトへの参画も積極的に推進している。 

   当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は308億4千5百万円であり、事業の種類別セグメントごとの金額と

研究開発活動の主な成果は下記のとおりである。 

  

 (1)電材事業 

   照明分野では、住宅、オフィスビル、スポーツ施設、道路景観等あらゆる分野の照明器具、安定器及び関連部品等の研究開発

活動を行っており、情報機器分野では、住宅やオフィスビル等の建物に使われる電気設備（電力・情報）のインフラの研究開発

活動を行っている。当中間連結会計期間における当事業に係る研究開発費は103億2千5百万円であり、主な成果として下記の新商

品の開発等がある。 

  ①5～100％の連続調光が可能な新開発インバータで起床時の生体リズムに合わせてコントロールした朝日のような光と、脳を刺

激するサウンド（小鳥のさえずり音／ヒーリング音）により、脳を覚醒し快適な目覚めを促す機能を備えたシーリングライト

「アッサ ASSA」 

  ②動画と音で留守中の来客確認を容易にするとともに、セキュリティ機器との連動性を高めることで、防犯性・使いやすさを向

上させた、録画録音機能付カラーテレビドアホン「カラー玄関番SQUARE2：1型（動画録画・録音機能付）」 

  

 (2)電器事業 

   美・理容関連商品、健康・元気づくり関連商品、電動工具商品等の研究開発活動を行っている。当中間連結会計期間における

当事業に係る研究開発費は40億9千3百万円であり、主な成果として、マイナスイオンに比べて豊富な水分量である弱酸性の

「nanoe（ナノイー）イオン」が傷んでアルカリ性になった髪を本来の弱酸性に戻すとともに、しなやかでまとまる髪をつくるヘ

アードライヤー「イオニティナノケア ウインドプレス」の開発等がある。 

  

 (3)住設建材事業 

   水まわり商品、内装材、外装材等の住まいに関する技術開発及び新技術応用商品の開発を行うとともに、新事業・新市場開発

をプロジェクトとして取り組み、安全、高度情報化、環境リサイクル、リフォーム、高齢化、新素材というトレンドに対応した

研究開発活動を行っている。当中間連結会計期間における当事業に係る研究開発費は31億9千4百万円であり、主な成果として、

ミスト浴機能により、短時間で浴槽入浴と同等の温熱効果や発汗効果が得られる全身シャワー「ゲンキ浴シャワー」の開発等が

ある。 

  

 (4)電子材料事業 

   電子機器の高機能化、小型軽量化及び環境対応に貢献するプリント配線材料、配線板及び半導体封止材等の研究開発活動を行

うとともに、光と電気の回路を併せ持ち、表面実装が可能な光電フレキシブル配線板の開発及び電子部品の高密度実装に有効な

高機能樹脂シートの開発等を顧客と共同で行っている。当中間連結会計期間における当事業に係る研究開発費は10億3千1百万円

であり、主な成果として、独自の流動解析技術に基づく、微細フィラー低粘度化設計及び樹脂配合設計により、高流動、低応

力、低反りを実現したLow-k対応最先端CoC（チップ オン チップ）用半導体封止材の開発等がある。 
 



  

 (5)制御機器事業 

   情報通信機器等に組み込まれる精密リレー、スイッチ、コネクタ等の制御部品並びに生産設備だけでなくあらゆる空間の自動

化、快適化を支えるプログラマブル・コントローラ及び画像処理装置等のシステム機器の研究開発活動を行っている。当中間連

結会計期間における当事業に係る研究開発費は34億7千9百万円であり、主な成果として、高精度で高アスペクト比を可能とした

バルクMEMS技術により、超小型で高い耐衝撃性を持つ「ピエゾ抵抗式3軸加速度センサ GS3」、安定した温度特性を持つ「静電容

量式1軸加速度センサ GS1」、米粒大の微小サイズながら高周波特性及び接触信頼性に優れた「MEMSメカニカルリレー ME-X」の

開発等がある。 

  

 (6)全社（共通） 

   先行技術、共通基盤技術等の全社共通の研究開発活動を、主として当社本社部門の先行技術開発研究所等において行ってお

り、当中間連結会計期間における研究開発費は87億2千1百万円である。 

   事業強化・拡大を図るために、IT関連事業、高齢化・介護事業、グリーン＆クリーン事業、SRS（Stock  Renovation 

Solutions）事業等の成長分野を中心に、事業貢献度の高いビジネス・ターゲット（事業の狙い）とビジネス・モデル（収益化の

仕組み）を設定しつつ、関連事業部との連携を図りながら技術開発を推進している。 

   特に「ユビキタス社会」の到来に伴い、当社では様々な設備機器をインターネットに接続する技術「EMIT(Embedded Micro 

Internetworking Technology)」をコア技術に、IPv6（Internet Protocol version 6）にも対応でき、住宅、非住宅、ソリュー

ション事業の各分野で安心・安全、快適・便利、省エネ・省資源を実現する商品開発を行うとともに、それらを利用した各種サ

ービスの事業拡大を視野に、技術開発とビジネスモデルの構築、浸透・普及を社外との積極的な連携も行いながら重点的に推進

している。 

   また、MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）技術や高度解析評価技術等、事業・商品を支える共通基盤技術も積極的に

開発している。 

   さらには、10年後の社会を視野に入れた環境・情報・健康快適分野の中長期的な研究にも取り組んでいる。当社の強みを活か

しながら将来市場に適合した次世代新事業の基盤となる先行技術領域を設定し、当社コア技術と国内外の先行技術との融合を図

りながら研究開発活動を推進している。 

  
 



第３【設備の状況】 
１【主要な設備の状況】 
  

  当中間連結会計期間における主要な設備の重要な異動は、次のとおりである。 

  平成17年4月1日付けで、当社は松下電器産業株式会社との包括的協業取り組みの一環として、パナソニックコミュニケーション

ズ株式会社よりアルカリイオン整水器及びポンプ等の事業の承継を受けている。この事業の承継に伴い、パナソニック コミュニケ

ーションズ株式会社の城島工場（現、久留米工場）の設備が、新たに当社の主要な設備となった。 

  

 提出会社の状況 

  

  (注)1.金額には消費税等を含んでいない。 

    2.「帳簿価額」は建設仮勘定を除く有形固定資産の金額である。 

    3.臨時従業員数は、当中間連結会計期間の平均人員を( )内に外数で記載している。 

  

  

２【設備の新設、除却等の計画】 
  

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。また、新

たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

  

    (平成17年9月30日現在) 

事業所名 

(所在地) 

事業の種類別

セグメントの

名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 

従業員数

(人) 建物及び 

構築物 

機械装置  

及び   

運搬具 

工具器具 

及び備品 

土地(面積

千㎡) 
合計 

久留米工場 

(福岡県 

久留米市) 

電器事業 

アルカリイオン整

水器及びポンプ

等、生産販売設備 

 1,469   203   102   950  2,726   222 

        (89)     ( 4) 



第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
  

 (1)【株式の総数等】 

  ①【株式の総数】 

  

 (注)「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 

  

  ②【発行済株式】 

  

 (注)「提出日現在発行数」欄には、平成17年11月1日からこの半期報告書提出日までに、新株予約権の行使（旧商法に基づき発行さ

れた転換社債の株式への転換を含む）により発行された株式数は含まれていない。 

  

 (2)【新株予約権等の状況】 

  

  当社は旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権を付与している。（平成14年2月20日定時株主総会決議） 

  
 

種     類 会社が発行する株式の総数(株) 

普 通 株 式 2,391,162,000 

計 2,391,162,000 

種類 

中間会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成17年9月30日) 

提出日現在発行数(株) 

(平成17年11月29日) 

上場証券取引所名 

又は登録証券業協会名 
内容 

普通株式 733,211,014 733,211,892 

株 式 会 社 東 京 証 券 取 引 所 

株 式 会 社 大 阪 証 券 取 引 所 

株式会社名古屋証券取引所 

（ 以 上  市 場 第 一 部 ） 

－ 

計 733,211,014 733,211,892 － － 

  
中間会計期間末現在 

（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成17年10月31日） 

新株予約権の数    －    － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式   同 左 

新株予約権の目的となる株式の数  35,000株   同 左 

新株予約権の行使時の払込金額  1,090円   同 左 

新株予約権の行使期間 
 自平成16年3月 1日 

 至平成20年2月29日 
  同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 
   －    － 

新株予約権の行使の条件 

・権利者が死亡した場合には、新

株引受権は失効する。 

・その他の条件については、当社

と権利者との間で締結する新株

引受権付与契約に定めるところ

による。 

  同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項    －    － 



  また、当社は商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行している。（平成15年2月18日定時株主総会決

議） 

  

  また、当社は旧商法第341条ノ2の規定に基づき転換社債を発行している。当該転換社債の残高、転換価格及び資本組入額は次の

とおりである。 

  

 (3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

 (注)当中間会計期間末から平成17年10月31日までの間に、転換社債の株式への転換により、発行済株式総数が878株、資本金及び資

本準備金がそれぞれ499,582円増加している。なお、新株予約権の権利行使による増加はない。 

  
中間会計期間末現在 

（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成17年10月31日） 

新株予約権の数  27個  18個 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式   同 左 

新株予約権の目的となる株式の数  27,000株  18,000株 

新株予約権の行使時の払込金額  729円   同 左 

新株予約権の行使期間 
 自平成17年3月 1日 

 至平成21年2月27日 
  同 左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額 
   －    － 

新株予約権の行使の条件 

・各新株予約権の一部行使は、そ

の目的たる株式の数が当社の１

単元の株式数の整数倍となる場

合に限り、これを行うことがで

きる。 

・その他の行使の条件について

は、当社と新株予約権割当の対

象者との間で締結した契約に定

めるところによる。 

  同 左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当

社取締役会の承認を要するものと

する。 

  同 左 

銘柄(発行日) 

中間会計期間末現在 

(平成17年9月30日) 

提出日の前月末現在 

(平成17年10月31日) 

転換社債 

の残高 

(百万円) 

転換価格(円) 
資本組入額

(円) 

転換社債 

の残高 

(百万円) 

転換価格(円) 
資本組入額

(円) 

第9回無担保転換社債 

(平成6年9月20日) 
69,004 1,138 569 69,003 1,138 569 

年 月 日 

発行済株式 

総数増減数 

(千株) 

発行済株式 

総数残高 

(千株) 

資本金 

増減額 

(百万円) 

資本金 

残高 

(百万円) 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金 

残高 

(百万円) 

自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日 
－ 733,211 － 138,349 － 143,752 



 (4)【大株主の状況】 

  

 (注)1.日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口及び信託口4)、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)の所有

株式数は、すべて両行の信託業務に係るものである。 

   2.当社は、自己株式10,637千株を所有している。 

  

 (5)【議決権の状況】 

  ①【発行済株式】 

  

 (注)1.「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式438株、相互保有株式として旭電器工業株式会社806株、パナホーム株式会社

417株、株式会社葉山電器製作所960株、池田電機株式会社254株及び大阪ナショナル中央電工株式会社100株が含まれてい

る。 

   2.「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が43,000株含まれているが、「完

全議決権株式(その他)」の「議決権の数」欄には、この株式に係る議決権の数43個は含まれていない。 
 

(平成17年9月30日現在) 

氏名又は名称 住   所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合(％) 

松下電器産業株式会社 大阪府門真市大字門真1006番地    379,517    51.76 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海1丁目8番11号    27,078    3.69 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社(信託口) 
東京都港区浜松町2丁目11番3号    19,097    2.60 

松下不動産株式会社 大阪市中央区高麗橋1丁目6番8号    11,337    1.54 

松下電工月掛自社株投資会 大阪府門真市大字門真1048番地     8,576    1.16 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6番6号     8,013    1.09 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口4) 
東京都中央区晴海1丁目8番11号     5,802    0.79 

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町2丁目7番9号     5,745    0.78 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1丁目1番2号     5,206    0.71 

インベスターズバンクウェストペ

ンションファンドクライアンツ 

（常任代理人 スタンダードチャー

タード銀行） 

200 CLARENDON STREET P.O. BOX9130, 

BOSTON, MA02117-9130, USA 

(東京都千代田区永田町2丁目11番1号) 

    4,170    0.56 

計 －    474,543    64.72 

(平成17年9月30日現在) 

区  分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無 議 決 権 株 式      －      －      － 

議決権制限株式(自己株式等)      －      －      － 

議 決 権 制 限 株 式 ( そ の 他 )      －      －      － 

完全議決権株式(自己株式等) 

（自己保有株式） 

 普通株式 10,637,000 

（相互保有株式） 

 普通株式  1,301,000 

  

     － 

  

     － 

  

     － 

  

     － 

完 全 議 決 権 株 式 ( そ の 他 )  普通株式 716,167,000     716,124      － 

単 元 未 満 株 式  普通株式  5,106,014      － 
1,000株(１単元)未満の

株式である。 

発 行 済 株 式 総 数       733,211,014      －      － 

総 株 主 の 議 決 権      －     716,124      － 



  

  ②【自己株式等】 

  

  

  

２【株価の推移】 
  

  【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 (注)最高・最低株価は株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  
 

(平成17年9月30日現在)  

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 

自己名義 

所有株式数

(株) 

他人名義 

所有株式数

(株) 

所有株式数の

合計(株) 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％) 

（自己保有株式）           

松下電工株式会社 
大阪府門真市大字門真

1048番地 
10,637,000 － 10,637,000 1.45 

（相互保有株式）           

旭電器工業株式会社 
三重県津市白塚町2856

番地 
770,000 － 770,000 0.10 

パナホーム株式会社 
大阪府豊中市新千里西

町1丁目1番4号 
297,000 － 297,000 0.04 

株式会社葉山電器製作所 
三重県安芸郡美里村字

五百野1285番地 
127,000 － 127,000 0.01 

池田電機株式会社 
兵庫県姫路市西延末404

番地の1 
55,000 － 55,000 0.00 

大阪ナショナル中央電工株

式会社 

大阪府豊中市穂積2丁目

1番8号 
32,000 － 32,000 0.00 

大阪ナショナル電工株式会

社 

大阪市東住吉区今川8丁

目7番21号 
10,000 － 10,000 0.00 

ワカノ電工株式会社 
富山県高岡市井口本江

336番地 
10,000 － 10,000 0.00 

（相互保有株式小計） － 1,301,000 － 1,301,000 0.17 

計 － 11,938,000 － 11,938,000 1.62 

月  別 平成17年4月 平成17年5月 平成17年6月 平成17年7月 平成17年8月 平成17年9月 

最高(円)    961    903    935    957   1,054   1,150 

最低(円)    861    851    886    921    950   1,023 



３【役員の状況】 
  

  前事業年度の有価証券報告書の提出日からこの半期報告書の提出日までに、次の役員の異動がある。 

  

 (1)取締役の担当職務の変更 

  

 (2)執行役員の担当職務の変更 

  

 (3)執行役員の退任 

  

氏 名 新役名及び職名 旧役名及び職名 異動年月日 

石川 武 
代表取締役 

取締役副社長 
ＣＳＲＭ担当、倫理担当 

代表取締役 

取締役副社長 

ＣＳＲＭ担当、倫理担当、

パナソニック電工アメリカ

株式会社社長 

平成17年10月1日 

社本 孝夫 専務取締役 
東京本社担当、法人営業担

当 
専務取締役 

東京本社担当、建材事業本

部長、住建コラボ推進担当 
平成17年10月1日 

田中 弘司 常務取締役 

海外事業統括担当、アジ

ア・中近東地域グループ

長、アメリカ地域グループ

長、パナソニック電工アジ

アパシフィック株式会社社

長、松下電工（中国）有限

公司董事長 

常務取締役 

海外事業統括担当、アジア

地域グループ長、アメリカ

地域グループ長、アジアパ

シフィック松下電工株式会

社社長、松下電工（中国）

有限公司董事長 

平成17年10月1日 

氏 名 新役名及び職名 旧役名及び職名 異動年月日 

吉田 忠弘 常務執行役員 建材事業本部長 常務執行役員 エイジフリー事業推進部長 平成17年10月1日 

田中 利秋 執行役員 建材事業本部 副本部長 執行役員 
建材事業本部 副本部長、

内装システム事業部長 
平成17年10月1日 

日野田 知也 執行役員 

住設・建材事業本部共通 総

合企画担当部長、住設事業

本部 副本部長 

執行役員 

住設・建材事業本部共通 

総合企画担当部長、住設事

業本部 副本部長、経営企

画室 構造改革担当部長 

平成17年10月1日 

竹安 聡 執行役員 

エイジフリー事業推進担

当、経営企画室長、マーケ

ティング部長 

執行役員 
経営企画室長、マーケティ

ング部長 
平成17年10月1日 

氏   名 役   名 職   名 退任年月日 

白崎 孝志 常務執行役員 

松下電器産業株式会社 

ナショナルウェルネス 

マーケティング本部長 

平成17年9月30日 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

  

 (1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）に基

づいて作成している。 

   なお、前連結会計年度は決算期の変更を行ったため4か月間（平成16年12月1日から平成17年3月31日まで）の連結会計年度とな

っており、中間連結財務諸表を作成していない。 

  

 (2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）に基づいて

作成している。 

   なお、前事業年度は決算期の変更を行ったため4か月間（平成16年12月1日から平成17年3月31日まで）の事業年度となってお

り、中間財務諸表を作成していない。 

  

２．監査証明について 

  

   当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の中間連結

財務諸表及び当中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中

間監査を受けている。 

  



１【中間連結財務諸表等】 
(１)【中間連結財務諸表】 

 ①【中間連結貸借対照表】 

  
 

    
当中間連結会計期間末
(平成17年9月30日) 

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区  分 
注記 
番号 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

（資産の部）          

Ⅰ.流動資産          

 1.現金及び預金     171,159    168,083  

 2.受取手形及び売掛金    254,889    251,122  

 3.有価証券    248    248  

 4.棚卸資産    146,849    144,783  

 5.繰延税金資産    16,511    17,837  

 6.その他の流動資産    29,227    20,598  

 7.貸倒引当金    △ 3,972    △ 3,658  

 流動資産合計    614,913 52.7   599,015 52.4 

Ⅱ.固定資産          

(1)有形固定資産 ※1        

 1.建物及び構築物 ※2 169,195   168,518   

 2.機械装置及び運搬具   81,529   80,139   

 3.工具器具及び備品   22,178   21,966   

 4.土地 ※2 126,656   127,870   

 5.建設仮勘定   7,430 406,991 (34.9) 7,748 406,242 (35.5)

(2)無形固定資産          

 1.ソフトウェア   11,699   10,136   

 2.連結調整勘定   956   1,908   

 3.その他の無形固定資産   5,430 18,086 (1.6) 5,044 17,088 (1.5)

(3)投資その他の資産          

 1.投資有価証券   78,943   74,373   

 2.長期貸付金   2,742   2,767   

 3.繰延税金資産   16,936   20,993   

 4.前払年金費用   16,310   12,443   

 5.その他の投資その他の資産   13,836   13,007   

 6.貸倒引当金   △ 2,810 125,959 (10.8) △ 2,623 120,962 (10.6)

 固定資産合計    551,036 47.3   544,293 47.6 

資産合計    1,165,950 100.0   1,143,309 100.0 

                



  

  

    
当中間連結会計期間末
(平成17年9月30日) 

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区  分 
注記 
番号 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

（負債の部）          

Ⅰ.流動負債          

 1.支払手形及び買掛金    116,181    109,215  

 2.転換社債（１年以内償還日到来）    69,004    69,004  

 3.短期借入金 ※2  50,954    52,190  

 4.１年内返済長期借入金 ※2  2,569    7,876  

 5.未払法人税等    6,910    14,667  

 6.繰延税金負債    77    105  

 7.賞与引当金    21,052    22,015  

 8.製品保証引当金    4,590    4,311  

 9.その他の流動負債    87,199    77,385  

 流動負債合計    358,538 30.7   356,772 31.2 

Ⅱ.固定負債          

 1.社債    50,000    50,000  

 2.長期借入金    11,910    13,303  

 3.繰延税金負債    132    115  

 4.退職給付引当金    31,684    26,139  

 5.長期預り金    77,229    83,046  

 6.その他の固定負債    1,231    1,216  

 固定負債合計    172,187 14.8   173,821 15.2 

負債合計    530,726 45.5   530,594 46.4 

（少数株主持分）          

  少数株主持分    33,230 2.9   30,884 2.7 

（資本の部）          

Ⅰ.資本金    138,349 11.9   138,349 12.1 

Ⅱ.資本剰余金    142,731 12.2   143,749 12.6 

Ⅲ.利益剰余金    327,804 28.1   318,324 27.8 

Ⅳ.土地再評価差額金 ※3  △ 1,792 △ 0.1   △ 1,786 △ 0.1 

Ⅴ.その他有価証券評価差額金    9,826 0.8   4,841 0.4 

Ⅵ.為替換算調整勘定    △ 5,903 △ 0.5   △ 8,049 △ 0.7 

Ⅶ.自己株式    △ 9,022 △ 0.8   △13,597 △ 1.2 

資本合計    601,993 51.6   581,830 50.9 

負債、少数株主持分及び資本合計    1,165,950 100.0   1,143,309 100.0 

                



②【中間連結損益計算書】 

  

    
当中間連結会計期間
（自平成17年4月 1日 
  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度の
要約連結損益計算書 
（自平成16年12月1日 
  至平成17年3月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ.売上高     775,867 100.0   502,750 100.0 

Ⅱ.売上原価     579,917 74.7   370,867 73.8 

  売上総利益     195,950 25.3   131,882 26.2 

Ⅲ.販売費及び一般管理費 ※1   165,274 21.3   112,421 22.3 

  営業利益     30,676 4.0   19,461 3.9 

Ⅳ.営業外収益               

 1.受取利息   408     205     

 2.受取配当金   171     27     

 3.持分法による投資利益   －     990     

 4.その他の営業外収益   5,458 6,038 0.7 3,890 5,114 1.0 

Ⅴ.営業外費用               

 1.支払利息   2,423     1,846     

 2.売上割引   1,744     1,095     

 3.持分法による投資損失   401     －     

 4.その他の営業外費用   1,694 6,264 0.8 549 3,491 0.7 

  経常利益     30,450 3.9   21,083 4.2 

Ⅵ.特別利益               

 1.固定資産売却益 ※2 795     56     

 2.関係会社株式売却益   3,731     －     

 3.営業譲渡益 ※4 1,721     －     

 4.投資有価証券売却益   － 6,248 0.8 2,243 2,300 0.4 

Ⅶ.特別損失               

 1.固定資産除却損 ※3 1,025     790     

 2.減損損失 ※6 5,590     －     

 3.事業構造改革費用 ※5 3,345     3,588     

 4.投資有価証券評価損   －     3,170     

 5.関係会社整理損   － 9,961 1.3 189 7,738 1.5 

 税金等調整前中間(当期)純

利益 
    26,737 3.4   15,645 3.1 

 法人税、住民税及び事業税   5,903     13,067     

 法人税等調整額   5,429 11,332 1.4 △ 6,143 6,924 1.4 

 少数株主利益     2,049 0.3   1,063 0.2 

 中間(当期)純利益     13,356 1.7   7,657 1.5 

                



③【中間連結剰余金計算書】 

  

    

当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）               

Ⅰ.資本剰余金期首残高       143,749     143,751 

Ⅱ.資本剰余金減少高               

 1.自己株式処分差損     1,017 1,017   2 2 

Ⅲ.資本剰余金中間期末(期末)残高       142,731     143,749 

                

（利益剰余金の部）               

Ⅰ.利益剰余金期首残高       318,324     316,259 

Ⅱ.利益剰余金増加高               

 1.中間(当期)純利益     13,356     7,657   

 2.連結子会社増加等に伴う増加高     160     34   

 3.持分法適用関連会社減少に伴う増加高     40 13,557   － 7,692 

Ⅲ.利益剰余金減少高               

 1.配当金     3,585     5,378   

 2.役員賞与               

   取締役賞与   102     223     

   監査役賞与   7 110   24 248   

 3.自己株式処分差損     380 4,076   － 5,626 

Ⅳ.利益剰余金中間期末(期末)残高       327,804     318,324 

                



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 次へ 

  
当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 
 至平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

（自平成16年12月1日 
 至平成17年3月31日） 

区  分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー       

  税金等調整前中間(当期)純利益   26,737 15,645 

  減価償却費   24,949 16,877 

  受取利息及び配当金   △  580 △  232 

  支払利息   2,423 1,846 

  持分法による投資損益   401 △  990 

  固定資産売却益   △  795 △  56 

  固定資産除却損   1,025 790 

  減損損失   5,590 － 

  関係会社株式売却益   △ 3,731 － 

  未払費用の増減額   2,415 △28,139 

  賞与引当金の増減額   △ 2,476 22,011 

  退職給付引当金の増減額   △ 4,807 △ 2,928 

  売上債権の増減額   26,937 △ 2,284 

  棚卸資産の増減額   5,554 1,787 

  仕入債務の増減額   △17,067 14,091 

  その他   △ 7,991 △ 7,401 

   小計   58,586 31,014 

  利息及び配当金の受取額   1,856 201 

  利息の支払額   △ 2,482 △ 1,482 

  法人税等の支払額   △13,929 △15,488 

  営業活動によるキャッシュ・フロー   44,030 14,245 

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー       

  有形固定資産の取得による支出   △25,438 △13,672 

  有形固定資産の売却による収入   3,864 1,287 

  無形固定資産の取得による支出   △ 4,257 △ 1,334 

  関係会社株式の売却による収入   4,093 － 

  営業譲受による支出   △ 5,704 △ 2,216 

  営業譲渡による収入   1,974 － 

  その他   1,659 4,682 

  投資活動によるキャッシュ・フロー   △23,807 △11,253 

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー       

  短期借入金の純増減額   △14,591 △ 3,171 

  長期借入金の返済による支出   △ 1,284 △ 7,001 

  配当金の支払額   △ 3,782 △ 5,183 

  その他   △  276 4,559 

  財務活動によるキャッシュ・フロー   △19,934 △10,797 

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額   401 292 

Ⅴ.現金及び現金同等物の増減額   690 △ 7,511 

Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高   166,886 174,137 

Ⅶ.新規連結による現金及び現金同等物の増加額   2,113 260 

Ⅷ.現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   169,690 166,886 

        



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
 

  当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

1.連結の範囲に関

する事項 

子会社216社のうち、211社を連結の範囲に含め

ており、鹿児島ナショナルエンジニアリング株

式会社ほか4社は連結の範囲に含めていない。 

主要な連結子会社名： 

 パナソニック電工アメリカ株式会社、クボタ

松下電工外装株式会社、サンクス株式会社、

ナショナル建材工業株式会社、福西電機株式

会社、パナソニック電工ヨーロッパ株式会

社、フォスロ・シュワーベ松下電工有限会

社、朝日松下電工株式会社、松下電工インフ

ォメーションシステムズ株式会社、松下制御

機器株式会社 

当中間連結会計期間において、松下設備システ

ム株式会社を株式の取得により、松下ホームエ

レベーター株式会社ほか3社を新規設立により、

ケイミューホームテック株式会社ほか9社を重要

性が増加したことにより、新たに連結の範囲に

含めている。 

また、北海道北ナショナル建材株式会社及び北

海道東ナショナル建材株式会社は札幌ナショナ

ル建材株式会社（現、北海道ナショナル建材株

式会社）との合併により、新潟ナショナル建材

株式会社、栃木ナショナル建材株式会社及び長

野ナショナル建材株式会社は群馬ナショナル建

材株式会社（現、関東ナショナル建材株式会

社）との合併により、埼玉ナショナル建材株式

会社は東京ナショナル建材株式会社（現、首都

圏ナショナル建材株式会社）との合併により、

和歌山ナショナル建材株式会社は朝日ナショナ

ル建材株式会社との合併により、岡山ナショナ

ル建材株式会社は中国ナショナル建材株式会社

との合併により、中国クボタ住建株式会社はケ

イミューホームテック株式会社との合併によ

り、松下電工エイジフリー・ライフサポート株

式会社は松下電工エイジフリーショップス株式

会社との合併により、蘇州松下電工線路板有限

公司は蘇州松下電工有限公司との合併により、

誠光電機株式会社は清算により、それぞれ消滅

した。 

なお、非連結子会社5社はいずれも小規模であ

り、その総資産の合計額、売上高の合計額、中

間純損益の額のうち持分に見合う額の合計額及

び利益剰余金のうち持分に見合う額の合計額等

は、それぞれ連結総資産、連結売上高、連結中

間純利益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であって、かつ全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていない。 

子会社221社のうち、208社を連結の範囲に含め

ており、ケイミューホームテック株式会社ほか

12社は連結の範囲に含めていない。（連結子会

社名は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」

に記載している。） 

当連結会計年度において、首都圏松下電材シス

テム株式会社を株式の取得により、ミエコ松下

電工株式会社ほか1社を重要性が増加したことに

より、新たに連結の範囲に含めている。 

前連結会計年度まで連結子会社であったインド

ネシア松下電工ゴーベル販売株式会社はインド

ネシア松下電工ゴーベル株式会社との合併によ

り、愛媛ナショナル建材株式会社は四国ナショ

ナル建材株式会社との合併により、フランス松

下電工株式会社はベネルクス松下電工株式会社

との合併により、それぞれ消滅した。 

なお、非連結子会社13社はいずれも小規模であ

り、その総資産の合計額、売上高の合計額、当

期純損益の額のうち持分に見合う額の合計額及

び利益剰余金のうち持分に見合う額の合計額等

は、それぞれ連結総資産、連結売上高、連結当

期純利益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であって、かつ全体としても連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない。 



  

  
 

  当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

2.持分法の適用に

関する事項 

非連結子会社5社及び関連会社20社のうち、関連

会社パナホーム株式会社、池田電機株式会社、

旭電器工業株式会社及び株式会社葉山電器製作

所の4社に対する投資について持分法を適用して

おり、非連結子会社及びＪＦＥロックファイバ

ー株式会社ほか14社の関連会社に対する投資に

ついては持分法を適用していない。持分法を適

用していない非連結子会社及び関連会社の中間

純損益の額のうち持分に見合う額の合計額及び

利益剰余金のうち持分に見合う額の合計額等

は、それぞれ連結中間純利益及び連結利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であって、かつ全体と

しても中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていない。 

なお、前連結会計年度まで持分法適用関連会社

であった株式会社ミントウェーブは、株式の売

却により持分法の適用の範囲から除外した。 

非連結子会社13社及び関連会社20社のうち、関

連会社パナホーム株式会社、池田電機株式会

社、旭電器工業株式会社、株式会社葉山電器製

作所及び株式会社ミントウェーブの5社に対する

投資について持分法を適用しており、非連結子

会社及びＪＦＥロックファイバー株式会社ほか

14社の関連会社に対する投資については持分法

を適用していない。持分法を適用していない非

連結子会社及び関連会社の当期純損益の額のう

ち持分に見合う額の合計額及び利益剰余金のう

ち持分に見合う額の合計額等は、それぞれ連結

当期純利益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であって、かつ全体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない。 

3.連結決算日及び

連結会計年度に

関する事項 

  

  

当社は、松下電器産業株式会社の連結子会社に

なったことに伴い、同社の連結決算に的確に対

応するとともに、円滑な事業活動の推進を図る

ため、連結会計年度を同社にあわせて4月1日か

ら翌年3月31日までとすることとした。この変更

に伴い、当連結会計年度は平成16年12月1日から

平成17年3月31日までの4か月間となっている。 

4.連結子会社の中

間決算日(決算

日)等に関する事

項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社

は21社であり、その決算日は12月31日である。

この内、松下電工(中国)有限公司ほか18社はそ

れぞれ9月30日で、蘇州神視電子有限公司は6月

30日で中間決算に準じた仮決算を行い、当該財

務諸表を連結している。また、サンクスコリア

株式会社の中間決算日は6月30日であり、中間連

結決算日との差異が3か月を超えないため、当該

中間財務諸表を連結している。なお、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っている。 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社

は22社であり、その決算日は12月31日である。

この内、松下電工(中国)有限公司ほか19社は、

それぞれ3月31日で本決算に準じた仮決算を行

い、当該財務諸表を連結している。また、蘇州

神視電子有限公司及びサンクスコリア株式会社

は、連結決算日との差異が3か月を超えないた

め、両社の決算日における財務諸表を連結して

いる。なお、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行ってい

る。 

また、一部の連結子会社については決算期の変

更に伴い、連結会計年度の月数（4か月間）と異

なる各社の事業年度の月数を基にした財務諸表

を連結している。 



  

  
 

  当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

5.会計処理基準に

関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

・有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に基づく時価

法によっている。（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定している。） 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

・有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法に

よっている。（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定している。） 

     時価のないもの 

    移動平均法による原価法によってい

る。 

   時価のないもの 

    同 左 

  ・デリバティブ 

  時価法によっている。 

・棚卸資産 

  主として総平均法による低価法によってい

る。 

・デリバティブ 

  同 左 

・棚卸資産 

  同 左 

  ②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 

  建物は定額法、その他の有形固定資産は定

率法によっている。なお、在外連結子会社

は主として定額法によっている。 

・無形固定資産 

  定額法によっている。 

  なお、ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（3年または5年）に基づ

く定額法によっている。 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 

  同 左 

  

  

・無形固定資産 

  同 左 

  ③重要な引当金の計上基準 

・貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

③重要な引当金の計上基準 

・貸倒引当金 

  同 左 

  ・賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出に備え

るため、支給見込額のうち当中間連結会計

期間末までに発生していると認められる額

を計上している。 

・賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出に備え

るため、支給見込額のうち当連結会計年度

末までに発生していると認められる額を計

上している。 

（追加情報） 

  前連結会計年度までは、連結会計年度末に

賞与支給額が確定していたので、各年度に

帰属する額を「その他の流動負債」として

計上していたが、当連結会計年度において

決算期を11月末から3月末へ変更したことに

伴い、支給見込額に対応する連結会計年度

末までの負担分を「賞与引当金」として計

上している。 

  ・製品保証引当金 

  製品保証に伴う費用の支出に備えるため、

保証期間内の販売済製品については過去の

実績率に基づいて計算したアフターサービ

ス費用を、特定の製品については個別に検

討した補修に必要な見積額を計上してい

る。 

・製品保証引当金 

  同 左 



  

  
 

  当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

  ・退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認められる額を

計上している。 

  会計基準変更時差異は、当社は退職給付信

託設定による償却後の残額について、15年

による均等額を費用計上し、連結子会社は

主として一括償却している。 

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし

て7年）による定額法により費用処理してい

る。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として17年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理している。 

・退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上している。 

  会計基準変更時差異は、当社は退職給付信

託設定による償却後の残額について、15年

による均等額を費用計上し、連結子会社は

主として一括償却している。 

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし

て7年）による定額法により費用処理してい

る。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として17年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理している。 

  ④重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。なお、在外子会

社等の資産及び負債は中間決算日の直物為

替相場により、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は資本の

部における「為替換算調整勘定」及び少数

株主持分に含めている。 

④重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。なお、在外子会社等

の資産及び負債は決算日の直物為替相場に

より、収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の部におけ

る「為替換算調整勘定」及び少数株主持分

に含めている。 

  ⑤重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。 

⑤重要なリース取引の処理方法 

  同 左 

  ⑥重要なヘッジ会計の方法 

・ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を適用している。 

（会計処理方法の変更） 

  当社及び一部の連結子会社は、ヘッジ会計

の適用要件を満たす為替予約の会計処理に

ついて、従来、振当処理を適用していた

が、親会社と共にグループ全体で為替リス

クヘッジを図る目的の下、会計処理方法の

統一を行うため、当中間連結会計期間より

金融商品に係る会計基準のヘッジ会計にお

ける原則的処理に変更している。 

  この変更による当中間連結会計期間の損益

への影響は軽微である。 

⑥重要なヘッジ会計の方法 

・ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を適用している。なお、為

替予約取引の振当処理の要件を満たしてい

る場合には、振当処理を適用している。 



  

  

  
 

  当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

  ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   為替予約取引 

  ヘッジ対象 

   外貨建債権債務 

   外貨建予定取引 

・ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   同 左 

  ヘッジ対象 

   同 左 

  ・ヘッジ方針 

  「市場リスク管理基準」に基づき、為替相

場変動によるキャッシュ・フロー変動リス

クを回避することを目的とし、投機目的の

取引は一切行わないこととしている。 

  なお、連結子会社は当社が定める管理基準

に準じて管理体制等を構築し、取引及び管

理を行っている。 

・ヘッジ方針 

  同 左 

  ・ヘッジ有効性評価の方法 

  決算日及び中間決算日において、ヘッジ手

段の時価の変動の累計とヘッジ対象の時価

の変動の累計を比較することにより、有効

性の評価を行っている。 

  なお、外貨建予定取引は実行可能性、時期

等を充分に検討した上でヘッジ会計を適用

している。 

・ヘッジ有効性評価の方法 

  同 左 

  ⑦その他中間連結財務諸表作成のための重要な

事項 

・消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方

式によっている。 

⑦その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

・消費税等の会計処理 

  同 左 

  ・租税特別措置法上の準備金等の取り扱い 

  中間連結会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当連結会計年度において予

定している利益処分による租税特別措置法

上の準備金等の積立て及び取崩しを前提と

して計算している。 

・ 

      

  ・連結納税制度の適用 

  当中間連結会計期間から連結納税制度を適

用している。 

・ 

      

6.中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書(連結キャッ

シュ・フロー計

算書)における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から3か月以内に

償還期限の到来する短期投資からなる。 

  同 左 



会計処理方法の変更 
  

  

 次へ 

当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日)）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用し

ている。この結果、当中間連結会計期間の税金等調整

前中間純利益は4,971百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額は各固定資産の金額から直接控

除している。 

  

     



注記事項 
  

（中間連結貸借対照表関係） 

  

 前へ 次へ 

当中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年3月31日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 655,321 百万円 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 641,359 百万円 

※2 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりである。 

   担保付債務は次のとおりである。 

  土地 325 百万円 

   計 325 百万円 

  短期借入金 270 百万円 

   計 270 百万円 

※2 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりである。 

   担保付債務は次のとおりである。 

  建物及び構築物 178 百万円 

  土地 376 百万円 

   計 555 百万円 

  短期借入金 286 百万円 

  １年内返済長期借入金 14 百万円 

   計 300 百万円 

※3 土地再評価差額金△1,792百万円は、持分法適用会社が「土

地の再評価に関する法律」に準拠して行った事業用土地の再

評価による再評価差額金に基づき計上したものである。 

※3 土地再評価差額金△1,786百万円は、持分法適用会社が「土

地の再評価に関する法律」に準拠して行った事業用土地の再

評価による再評価差額金に基づき計上したものである。 

 4 偶発債務 

  下記の被保証人の借入金及びリース債務に対して保証を行

っている。 

 本田通信工業株式会社 11 百万円  

 従業員 0 百万円  

   計 12 百万円  

 4 偶発債務 

  下記の被保証人の借入金及びリース債務に対して保証を行

っている。 

 本田通信工業株式会社 24 百万円  

 有限会社ジャスティスジャパン 6 百万円 

 従業員 0 百万円  

   計 30 百万円  

 5 受取手形裏書譲渡高        177 百万円 

  受取手形割引高          306 百万円 

  手形債権流動化に伴う遡及義務額 1,149 百万円 

 5 受取手形裏書譲渡高         82 百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

  
 

当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

※1 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおり

である。 

(1) 給料及び諸手当 49,560 百万円 

(2) 賞与引当金繰入額 15,216 百万円 

(3) 荷造運送費 12,220 百万円 

(4) 研究開発費 10,016 百万円 

(5) 法定福利費 8,681 百万円 

(6) 旅費交通費・通信費 8,619 百万円 

(7) 広告宣伝費 7,958 百万円 

(8) 社外要員費 6,801 百万円 

(9) 売出費用 5,572 百万円 

(10) 減価償却費 4,865 百万円 

(11) 製品保証引当金繰入額 4,590 百万円 

(12) 退職給付費用 4,040 百万円 

※1 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおり

である。 

(1) 給料及び諸手当 30,762 百万円 

(2) 賞与引当金繰入額 11,266 百万円 

(3) 荷造運送費 8,125 百万円 

(4) 広告宣伝費 7,633 百万円 

(5) 研究開発費 6,040 百万円 

(6) 法定福利費 5,811 百万円 

(7) 旅費交通費・通信費 5,565 百万円 

(8) 売出費用 5,037 百万円 

(9) 社外要員費 4,393 百万円 

(10) 製品保証引当金繰入額 4,311 百万円 

(11) 減価償却費 3,157 百万円 

(12) 退職給付費用 3,050 百万円 

(13) 商標権使用料 3,008 百万円 

※2 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 442 百万円  

機械装置及び運搬具 214 百万円 

その他 138 百万円  

※2 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

機械装置及び運搬具 34 百万円 

その他 21 百万円  

※3 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 503 百万円  

機械装置及び運搬具 417 百万円  

その他 104 百万円  

※3 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械装置及び運搬具 411 百万円  

建物及び構築物 268 百万円  

その他 111 百万円  

※4 営業譲渡益は、松下グループの事業再編に伴い、当社グル

ープ電器事業の製造及び販売部門の一部を譲渡したことによ

る利益である。 

※4 

  

※5 事業構造改革費用は、当社及び連結子会社の事業構造改革

計画の実行に伴い、当該会社において発生する製造並びに販

売拠点の再編、資産の処分及び人員の再配置等により追加的

に発生する費用である。 

※5 事業構造改革費用は、当社及び連結子会社の事業構造改革

計画の実行に伴い、当該会社において発生する製造並びに販

売拠点の再編及び資産の処分等の費用である。 



  

  

 前へ 次へ 

当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

※6 減損損失 

  当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上した。 

  当社グループは、主として、経営管理の基礎をなす事業の

種類別セグメントに準じた管理会計上の区分により資産のグ

ルーピングを行っている。また、重要な遊休資産及び賃貸資

産は個別の資産グループを構成することとしている。 

  埼玉県児玉郡の賃貸予定土地は、当社工場の建設目的で取

得したが、計画を変更し当社グループ外部へ賃貸交渉を行っ

ている。しかしながら地価の下落が著しいため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、減損損失4,865百万円を特別損失

に計上した。その内訳は、土地4,772百万円、建物2百万円及

び構築物91百万円である。 

  また、物件価額の下落が著しく収益性が低下した東京都ほ

かの賃貸建物及び沖縄県ほかの遊休土地においても、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、減損損失105百万円を特別損

失に計上した。その内訳は、建物91百万円及び土地13百万円

である。 

  なお、上記資産グループの回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、主として固定資産税評価額を基に計算

された価額又は鑑定価額により評価している。 

  また、イタリアの積層板生産設備は、製造子会社の保有す

る機械装置の帳簿価額を、現地会計基準に従って回収可能価

額まで減額し、減損損失619百万円を特別損失に計上した。 

場所 用途 種類 

埼玉県児玉郡 賃貸予定土地 
土地、建物 

及び構築物 

東京都ほか 賃貸建物 建物 

沖縄県ほか 遊休土地 土地 

イタリア 積層板生産設備 機械装置 

※6 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  

（リース取引関係） 

  

 前へ 次へ 

当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 171,159 百万円 

預入期間が3か月を超える定期預金 △ 1,717 百万円 

有価証券勘定 248 百万円 

現金及び現金同等物 169,690 百万円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 168,083 百万円 

預入期間が3か月を超える定期預金 △ 1,445 百万円 

有価証券勘定 248 百万円 

現金及び現金同等物 166,886 百万円 

当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

  

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

  

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

 なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

  

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

  

4.減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っている。 

  
取得価額  

相当額 

減価償却  

累計額相当額 

中間期末残高

相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

機械装置  

及び運搬具 
17,320 6,430 10,890 

工具器具  

及び備品 
19,825 8,656 11,169 

ソフトウェア 1,865 995 869 

合 計 39,011 16,082 22,928 

１年内 7,314 百万円  

１年超 15,614 百万円  

合 計 22,928 百万円  

支払リース料 3,948 百万円  

減価償却費相当額 3,948 百万円  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

  

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

  

2.未経過リース料期末残高相当額 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

  

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

  

4.減価償却費相当額の算定方法 

  同 左 

  
取得価額  

相当額 

減価償却  

累計額相当額 

期末残高  

相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

機械装置  

及び運搬具 
15,812 5,369 10,442 

工具器具  

及び備品 
20,194 9,845 10,348 

ソフトウェア 2,327 1,272 1,054 

合 計 38,334 16,488 21,845 

１年内 6,974 百万円  

１年超 14,871 百万円  

合 計 21,845 百万円  

支払リース料 2,604 百万円  

減価償却費相当額 2,604 百万円  



（有価証券関係） 

  

Ⅰ 当中間連結会計期間末(平成17年9月30日) 

 1.その他有価証券で時価のあるもの 

  

 2.時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

   その他有価証券 

    マネー・マネジメント・ファンド  248百万円 

    非上場株式           2,293百万円 

    非上場債券             69百万円 

    非上場優先出資証券       1,000百万円 

  

Ⅱ 前連結会計年度末(平成17年3月31日) 

 1.その他有価証券で時価のあるもの 

  

 2.時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

   その他有価証券 

    マネー・マネジメント・ファンド  248百万円 

    非上場株式           2,263百万円 

    非上場債券             67百万円 

    非上場優先出資証券       1,000百万円 

  

  
 

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

(1)株式 14,580   30,766   16,186   

(2)債券             

 ①国債・地方債等 －   －   －   

 ②社債 －   －   －   

 ③その他 －   －   －   

(3)その他 6,500   6,512   12   

    計 21,080   37,278   16,198   

種類 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

(1)株式 14,660   22,485   7,825   

(2)債券             

 ①国債・地方債等 －   －   －   

 ②社債 1,779   1,798   19   

 ③その他 －   －   －   

(3)その他 6,500   6,523   23   

    計 22,939   30,807   7,868   



（デリバティブ取引関係） 

  

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については除いている。 

  

 前へ 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

対象物の

種類 
取引の種類 

当中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前連結会計年度末 

(平成17年3月31日) 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

通貨 為替予約取引             

  売建 699 715 △ 15 441 450 △ 9 

  買建 187 189 1 － － － 

合  計 － － △ 14 － － △ 9 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

  

前連結会計年度（自平成16年12月1日 至平成17年3月31日） 

  

(注)1.事業区分の方法 

   販売市場の類似性及び製品特性に基づき、当社グループの事業を、電材事業グループ、電器事業グループ、住設建材事業グル

ープ、電子材料事業グループ、制御機器事業グループ及びその他の事業グループに区分している。 

  2.事業区分に属する主な製品 

   ①電材事業  ：住宅用照明器具、ビル・工場施設用照明器具、商業施設用照明器具、屋外用照明器具、配線機器、電路機

器、配管機材、ＨＡ機器、防災・ビル管理システム機器、エアコン、換気扇等 

   ②電器事業  ：美・理容商品、健康商品、快適生活商品等 

   ③住設建材事業：水まわり設備、システムキッチン、内装建材、外装建材等 

   ④電子材料事業：電子基材、成形材料等 

   ⑤制御機器事業：制御部品、制御システム機器等 

   ⑥その他の事業：介護事業、ソフト開発事業、不動産賃貸業等 

  3.営業費用のうち、直課できない費用については予め定めた合理的な配賦基準により各セグメントに配賦している。当該配賦基

準により配賦された額と実際に発生した直課できない費用との配賦差額は、当中間連結会計期間△2,431百万円、前連結会計年

度△1,247百万円であり、「消去又は全社」の項目に含めている。 

  

  電材事業 電器事業 
住設建材 

事業 

電子材料

事業 

制御機器

事業 

その他の

事業 
計 

消去又は  

全社 
連結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高              

(1)外部顧客に対
する売上高 

287,642 72,246 253,513 50,142 92,037 20,284 775,867 － 775,867

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

27,312 2,661 2,608 2,136 2,912 43,699 81,331 ( 81,331) －

計 314,955 74,908 256,122 52,278 94,949 63,983 857,199 ( 81,331) 775,867 

営業費用 305,047 69,814 250,831 51,350 86,142 61,141 824,327 ( 79,136) 745,191 

営業利益 9,908 5,094 5,291 928 8,806 2,842 32,871 ( 2,194) 30,676 

  電材事業 電器事業 
住設建材 

事業 

電子材料

事業 

制御機器

事業 

その他の

事業 
計 

消去又は  

全社 
連結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高              

(1)外部顧客に対
する売上高 

227,216 46,048 124,048 31,723 58,876 14,837 502,750 － 502,750

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

16,240 1,754 1,623 1,273 2,470 25,962 49,325 ( 49,325) －

計 243,456 47,802 125,672 32,996 61,346 40,800 552,075 ( 49,325) 502,750 

営業費用 233,182 46,204 123,924 32,445 56,670 39,470 531,896 ( 48,607) 483,289 

営業利益 10,274 1,598 1,747 551 4,676 1,330 20,178 (  717) 19,461 



【所在地別セグメント情報】 
  

当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

  

前連結会計年度（自平成16年12月1日 至平成17年3月31日） 

  

(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

  2.日本以外の区分に属する主な国又は地域 

   ①北  米：アメリカ、メキシコ 

   ②欧  州：ドイツ、イタリア、オーストリア 

   ③アジア他：中国、台湾、タイ、インドネシア 

  

  
 

  日本 北米 欧州 アジア他 計 
消去又は  

全社 
連結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高           

(1)外部顧客に対
する売上高 

679,856 12,563 30,216 53,230 775,867 － 775,867

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

21,637 584 3,721 18,381 44,325 (44,325) －

計 701,494 13,148 33,938 71,611 820,192 (44,325) 775,867 

営業費用 675,481 12,621 33,466 69,413 790,983 (45,791) 745,191 

営業利益 26,013 526 471 2,198 29,209 1,466 30,676 

  日本 北米 欧州 アジア他 計 
消去又は  

全社 
連結 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高           

(1)外部顧客に対
する売上高 

439,568 8,612 25,531 29,037 502,750 － 502,750

(2)セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

12,004 317 2,880 10,563 25,766 (25,766) －

計 451,573 8,929 28,412 39,601 528,516 (25,766) 502,750 

営業費用 434,038 8,617 28,430 39,270 510,356 (27,067) 483,289 

営業利益又は営

業損失(△) 
17,534 312 △ 17 330 18,160 1,300 19,461 



【海外売上高】 
  

当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

  

前連結会計年度（自平成16年12月1日 至平成17年3月31日） 

  

(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

  2.各区分に属する主な国又は地域 

   ①北  米：アメリカ 

   ②欧  州：ドイツ、イタリア 

   ③アジア他：中国、台湾、タイ、シンガポール 

  3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  
 

  北  米 欧  州 アジア他 計 

Ⅰ海外売上高(百万円) 14,869 29,927 60,359 105,155 

Ⅱ連結売上高(百万円)       775,867 

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 1.9 3.9 7.8 13.6 

  北  米 欧  州 アジア他 計 

Ⅰ海外売上高(百万円) 8,568 24,904 34,721 68,195 

Ⅱ連結売上高(百万円)       502,750 

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 1.7 5.0 6.9 13.6 



（１株当たり情報） 

  

(注)１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

る。 

  

  

  

（重要な後発事象） 

  

当中間連結会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

  

  該当事項はない。 

  

前連結会計年度（自平成16年12月1日 至平成17年3月31日） 

  

  該当事項はない。 

  

  

  

(２)【その他】 
  

  該当事項はない。 

  

当中間連結会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

１株当たり純資産額 833円60銭 １株当たり純資産額 811円75銭 

１株当たり中間純利益金額  18円49銭 １株当たり当期純利益金額  10円57銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額  17円33銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  9円92銭 

  当中間連結会計期間 

(自平成17年4月 1日 

 至平成17年9月30日) 

前連結会計年度 

(自平成16年12月1日 

 至平成17年3月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額     

 中間(当期)純利益 (百万円)        13,356         7,657 

 普通株主に帰属しない金額 (百万円)          －          82 

 (うち利益処分による役員賞与金) (百万円)          －          82 

 普通株式に係る中間(当期)純利益 (百万円)        13,356         7,574 

 普通株式の期中平均株式数 (千株)        722,184        716,672 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額     

 中間(当期)純利益調整額 (百万円)          210          140 

 (うち支払利息(税額相当額控除後)) (百万円)          205          137 

 (うち管理手数料(税額相当額控除後)) (百万円)           4           3 

 普通株式増加数 (千株)        60,640        60,650 

 (うち転換社債) (千株)        60,636        60,636 

 (うちストックオプション) (千株)           4          14 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

(自己株式取得方式によるストックオ

プション) 

 2種類 普通株式51千株 

(新株予約権方式によるストックオプ

ション) 

 1種類 普通株式35千株 

 新株予約権の詳細については、「第

４ 提出会社の状況 １ 株式等の状

況 (2)新株予約権等の状況」に記載

している。 

(自己株式取得方式によるストックオ

プション) 

 2種類 普通株式76千株 

(新株予約権方式によるストックオプ

ション) 

 1種類 普通株式55千株 

 新株予約権の詳細については、「第

４ 提出会社の状況 １ 株式等の状

況 (7)ストックオプション制度の内

容」に記載している。 



２【中間財務諸表等】 
(１)【中間財務諸表】 

 ①【中間貸借対照表】 

  
 

    
当中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成17年3月31日) 

区  分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

（資産の部）               

Ⅰ.流動資産               

 1.現金及び預金   120,295     120,989     

 2.受取手形   3,042     11,311     

 3.売掛金   114,498     112,584     

 4.棚卸資産   60,548     70,151     

 5.その他   57,776     45,781     

 6.貸倒引当金   △   82     △   82     

 流動資産合計     356,079 40.0   360,736 41.1 

Ⅱ.固定資産               

(1)有形固定資産 ※1             

 1.建物   117,452     117,591     

 2.土地   99,088     102,685     

 3.その他   49,643     53,954     

 有形固定資産合計   266,184   (29.9) 274,231   (31.2)

(2)無形固定資産   9,427   ( 1.1) 8,767   ( 1.0)

(3)投資その他の資産               

 1.投資有価証券   38,371     31,960     

 2.関係会社株式   157,375     136,477     

 3.前払年金費用   16,237     12,398     

 4.その他   47,883     56,940     

 5.貸倒引当金   △1,379     △3,080     

 投資その他の資産合計   258,487   (29.0) 234,696   (26.7)

 固定資産合計     534,099 60.0   517,694 58.9 

資産合計     890,179 100.0   878,430 100.0 

                



  

  

    
当中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成17年3月31日) 

区  分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％) 
金額(百万円) 

構成比

(％) 

（負債の部）               

Ⅰ.流動負債               

 1.買掛金   75,653     65,158     

 2.転換社債(１年以内償還日到来)   69,004     69,004     

 3.賞与引当金   13,231     14,732     

 4.製品保証引当金   1,263     1,804     

 5.その他 ※2 51,980     58,718     

 流動負債合計     211,133 23.7   209,417 23.8 

Ⅱ.固定負債               

 1.社債   50,000     50,000     

 2.長期預り金   64,908     70,228     

 固定負債合計     114,908 12.9   120,228 13.7 

負債合計     326,041 36.6   329,645 37.5 

（資本の部）               

Ⅰ.資本金     138,349 15.5   138,349 15.7 

Ⅱ.資本剰余金               

 1.資本準備金   143,752     143,752     

 2.その他資本剰余金   －     9     

  資本剰余金合計     143,752 16.2   143,762 16.4 

Ⅲ.利益剰余金               

 1.利益準備金   31,257     31,257     

 2.任意積立金   202,073     202,022     

 3.中間(当期)未処分利益   48,304     42,420     

  利益剰余金合計     281,635 31.6   275,700 31.4 

Ⅳ.その他有価証券評価差額金     9,287 1.1   4,434 0.5 

Ⅴ.自己株式     △ 8,886 △ 1.0   △13,461 △ 1.5 

資本合計     564,138 63.4   548,785 62.5 

負債資本合計     890,179 100.0   878,430 100.0 

                



②【中間損益計算書】 

  

 次へ 

    

当中間会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

区  分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ.売上高     471,593 100.0   300,861 100.0 

Ⅱ.売上原価     350,127 74.2   215,935 71.8 

  売上総利益     121,465 25.8   84,926 28.2 

Ⅲ.販売費及び一般管理費     109,349 23.2   77,003 25.6 

  営業利益     12,116 2.6   7,922 2.6 

Ⅳ.営業外収益 ※1   7,820 1.6   8,191 2.7 

Ⅴ.営業外費用 ※2   3,425 0.7   2,330 0.7 

  経常利益     16,511 3.5   13,783 4.6 

Ⅵ.特別利益 ※3   5,778 1.2   2,191 0.7 

Ⅶ.特別損失 
※4 

  7,428 1.6   7,151 2.4 
※5 

  税引前中間(当期)純利益     14,861 3.1   8,823 2.9 

  法人税、住民税及び事業税   △ 430     7,200     

  法人税等調整額   4,336 3,906 0.8 △ 5,323 1,876 0.6 

  中間(当期)純利益     10,955 2.3   6,946 2.3 

  前期繰越利益     38,737     35,474   

  自己株式処分差損     1,388     －   

  中間(当期)未処分利益     48,304     42,420   

                



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

  当中間会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

1.資産の評価基

準及び評価方

法 

・有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法によってい

る。 

・有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

   同 左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に基づく

時価法によっている。（評価差額

は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定

している。） 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価

法によっている。（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定して

いる。） 

     時価のないもの 

    移動平均法による原価法によって

いる。 

   時価のないもの 

    同 左 

  ・デリバティブ 

  時価法によっている。 

・デリバティブ 

  同 左 

  ・棚卸資産 

  総平均法による低価法によっている。 

・棚卸資産 

  同 左 

2.固定資産の減

価償却の方法 

・有形固定資産 

  建物は定額法、その他の有形固定資産

は定率法によっている。 

・無形固定資産 

  定額法によっている。 

  なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法によっている。 

・有形固定資産 

  同 左 

  

・無形固定資産 

  同 左 

3.引当金の計上

基準 

・貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。 

・貸倒引当金 

  同 左 

  ・賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額のうち当中間

会計期間末までに発生していると認め

られる額を計上している。 

・賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額のうち当事業

年度末までに発生していると認められ

る額を計上している。 

（追加情報） 

  前事業年度までは、事業年度末に賞与

支給額が確定していたので、各年度に

帰属する額を「未払費用」として計上

していたが、当事業年度において決算

期を11月末から3月末へ変更したことに

伴い、支給見込額に対応する事業年度

末までの負担分を「賞与引当金」とし

て計上している。 

  ・製品保証引当金 

  製品保証に伴う費用の支出に備えるた

め、保証期間内の販売済製品について

は過去の実績率に基づいて計算したア

フターサービス費用を、特定の製品に

ついては個別に検討した補修に必要な

見積額を計上している。 

・製品保証引当金 

  同 左 



  

  
 

  当中間会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

  ・退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認めら

れる額を計上している。 

  会計基準変更時差異は、退職給付信託

設定による償却後の残額について、15

年による均等額を費用計上している。 

  過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（7年）による定額法により費用処理し

ている。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（17年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理してい

る。 

・退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

  会計基準変更時差異は、退職給付信託

設定による償却後の残額について、15

年による均等額を費用計上している。 

  過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（7年）による定額法により費用処理し

ている。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（17年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理してい

る。 

4.外貨建の資産

及び負債の本

邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。 

5.リース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。 

 同 左 

6.ヘッジ会計の

方法 

・ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を適用している。 

（会計処理方法の変更） 

  当社は、ヘッジ会計の適用要件を満た

す為替予約の会計処理について、従

来、振当処理を適用していたが、親会

社と共にグループ全体で為替リスクヘ

ッジを図る目的の下、会計処理方法の

統一を行うため、当中間会計期間より

金融商品に係る会計基準のヘッジ会計

における原則的処理に変更している。 

  この変更による当中間会計期間の損益

への影響は軽微である。 

・ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を適用している。な

お、為替予約取引の振当処理の要件を

満たしている場合には、振当処理を適

用している。 

  ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   為替予約取引 

  ヘッジ対象 

   外貨建債権債務 

   外貨建予定取引 

・ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   同 左 

  ヘッジ対象 

   同 左 

  ・ヘッジ方針 

  「市場リスク管理基準」に基づき、為

替相場変動によるキャッシュ・フロー

変動リスクを回避することを目的と

し、投機目的の取引は一切行わないこ

ととしている。 

・ヘッジ方針 

  同 左 



  

  
  
  

会計処理方法の変更 

  
 次へ 

  当中間会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

  ・ヘッジ有効性評価の方法 

  決算日及び中間決算日において、ヘッ

ジ手段の時価の変動の累計とヘッジ対

象の時価の変動の累計を比較すること

により、有効性の評価を行っている。 

  なお、外貨建予定取引は実行可能性、

時期等を充分に検討した上でヘッジ会

計を適用している。 

・ヘッジ有効性評価の方法 

  同 左 

7.その他中間財

務諸表(財務諸

表)作成のため

の基本となる

重要な事項 

・消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっている。 

・租税特別措置法上の準備金等の取り扱い 

  中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当事業年度において予

定している利益処分による租税特別措

置法上の準備金等の積立て及び取崩し

を前提として計算している。 

・消費税等の会計処理 

  同 左 

  

・ 

      

  ・連結納税制度の適用 

  当中間会計期間から連結納税制度を適

用している。 

・ 

      

当中間会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日)）及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）

を適用している。この結果、当中間会計期間の税引

前中間純利益は4,865百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額は各固定資産の金額から直接

控除している。 

  

     



注記事項 
  

（中間貸借対照表関係） 

  
 

当中間会計期間末 

（平成17年9月30日） 

前事業年度末 

（平成17年3月31日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 383,746 百万円 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 410,527 百万円 

※2 仮受消費税等と仮払消費税等を相殺し、その差額1,385百万

円は流動負債の「その他」に含めて表示している。 

※2 

   

 3 偶発債務 

  下記の会社のリース債務に対して保証を行っている。 

 フォスロ・シュワーベ 

 ドイツ有限会社 1,582 百万円 

(外貨表示額 11,625 千ユーロ) 

 3 偶発債務 

  下記の会社のリース債務に対して保証を行っている。 

 フォスロ・シュワーベ 

 ドイツ有限会社 1,642 百万円 

(外貨表示額 11,825 千ユーロ) 

 4 手形債権流動化に伴う遡及義務額 1,149 百万円  4 

   



（中間損益計算書関係） 

  

 前へ 次へ 

当中間会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

※1 営業外収益のうち主なものは次のとおりである。 

受取利息 263 百万円  

受取配当金 2,345 百万円 

技術指導料 2,256 百万円 

※1 営業外収益のうち主なものは次のとおりである。 

受取利息 104 百万円  

受取配当金 5,076 百万円 

技術指導料 1,222 百万円 

※2 営業外費用のうち主なものは次のとおりである。 

支払利息 1,737 百万円  

売上割引 1,107 百万円 

※2 営業外費用のうち主なものは次のとおりである。 

支払利息 1,236 百万円  

売上割引 738 百万円 

※3 特別利益のうち主なものは次のとおりである。 

関係会社株式売却益 3,711 百万円  

営業譲渡益 1,359 百万円  

営業譲渡益は、松下グループの事業再編に伴い、

当社電器事業の製造部門の一部を譲渡したことに

よる利益である。 

※3 特別利益のうち主なものは次のとおりである。 

投資有価証券売却益 2,168 百万円  

※4 特別損失のうち主なものは次のとおりである。 

減損損失 4,865 百万円  

事業構造改革費用 1,779 百万円  

事業構造改革費用は、当社の事業構造改革計画の

実行に伴い、当社において発生する製造並びに販

売拠点の再編、資産の処分及び人員の再配置等に

より追加的に発生する費用である。 

※4 特別損失のうち主なものは次のとおりである。 

投資有価証券評価損 3,174 百万円  

事業構造改革費用 2,149 百万円  

事業構造改革費用は、当社の事業構造改革計画の

実行に伴い、当社において発生する製造並びに販

売拠点の再編及び資産の処分等の費用である。 

※5 減損損失 

  当中間会計期間において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上した。 

  当社は、経営管理の基礎をなす事業の種類別セグメントに

準じた管理会計上の区分により資産のグルーピングを行って

いる。また、重要な遊休資産及び賃貸資産は個別の資産グル

ープを構成することとしている。 

  上記資産グループは、当社工場の建設目的で取得したが、

計画を変更し当社グループ外部へ賃貸交渉を行っている。し

かしながら地価の下落が著しいため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、減損損失4,865百万円を特別損失に計上し

た。その内訳は、土地4,772百万円、建物2百万円及び構築物

91百万円である。 

  なお、上記資産グループの回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、主として固定資産税評価額を基に計算

された価額により評価している。 

場所 用途 種類 

埼玉県児玉郡 賃貸予定土地 
土地、建物 

及び構築物 

※5 

   

 6 減価償却実施額 

有形固定資産 12,749 百万円  

無形固定資産 1,262 百万円 

 計 14,012 百万円 

 6 減価償却実施額 

有形固定資産 8,827 百万円  

無形固定資産 848 百万円 

 計 9,675 百万円 



（リース取引関係） 

  

  

  

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 前へ 次へ 

当中間会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

  

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

  

  
取得価額

相当額 

減価償却

累計額  

相当額 

中間   

期末残高

相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

その他(機械及

び装置) 
3,517 1,592 1,925 

その他(車両及

び運搬具) 
27 15 12 

その他(工具器

具及び備品) 
4,669 1,599 3,070 

無形固定資産

(ソフトウェ

ア) 

722 488 233 

合 計 8,937 3,695 5,242 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

  

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

  

  
取得価額

相当額 

減価償却

累計額  

相当額 

期末残高

相当額 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

その他(機械及

び装置) 
4,184 1,507 2,677 

その他(車両及

び運搬具) 
34 15 18 

その他(工具器

具及び備品) 
7,012 3,438 3,574 

無形固定資産

(ソフトウェ

ア) 

1,257 760 496 

合 計 12,488 5,721 6,767 

2.未経過リース料中間期末残高相当額 

  なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

  

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

  

4.減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っている。 

１年内 1,512 百万円  

１年超 3,729 百万円  

合 計 5,242 百万円  

支払リース料 792 百万円  

減価償却費相当額 792 百万円  

2.未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

  

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

  

4.減価償却費相当額の算定方法 

   同 左 

１年内 2,346 百万円  

１年超 4,420 百万円  

合 計 6,767 百万円  

支払リース料 877 百万円  

減価償却費相当額 877 百万円  

区 分 

当中間会計期間末 

（平成17年9月30日） 

前事業年度末 

（平成17年3月31日） 

中間貸借対照表 

計上額 
時価 差額 貸借対照表計上額 時価 差額 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

(1)子会社株式 9,249 53,302 44,052 9,249 56,993 47,743 

(2)関連会社株式 21,947 31,453 9,506 21,947 28,357 6,410 

合 計 31,196 84,755 53,558 31,196 85,351 54,154 



（１株当たり情報） 

  

(注)１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

る。 

  

  

  

（重要な後発事象） 

  

当中間会計期間（自平成17年4月1日 至平成17年9月30日） 

  

  該当事項はない。 

  

前事業年度（自平成16年12月1日 至平成17年3月31日） 

  

  該当事項はない。 

  

  

  

(２)【その他】 
  

  平成17年10月27日開催の取締役会において、平成17年9月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主又は登録質権者

に対し第100期中間配当金として、総額6,141百万円(１株につき8円50銭)を支払うことを決議した。 

  

 前へ 

当中間会計期間 

（自平成17年4月 1日 

  至平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自平成16年12月1日 

  至平成17年3月31日） 

１株当たり純資産額 780円73銭 １株当たり純資産額 765円25銭 

１株当たり中間純利益金額  15円16銭 １株当たり当期純利益金額  9円62銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額  14円26銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  9円05銭 

  当中間会計期間 

(自平成17年4月 1日 

 至平成17年9月30日) 

前事業年度 

(自平成16年12月1日 

 至平成17年3月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益金額     

 中間(当期)純利益 (百万円)        10,955         6,946 

 普通株主に帰属しない金額 (百万円)          －          47 

 (うち利益処分による役員賞与金) (百万円)          －          47 

 普通株式に係る中間(当期)純利益 (百万円)        10,955         6,899 

 普通株式の期中平均株式数 (千株)        722,594        717,083 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額     

 中間(当期)純利益調整額 (百万円)          210          140 

 (うち支払利息(税額相当額控除後)) (百万円)          205          137 

 (うち管理手数料(税額相当額控除後)) (百万円)           4           3 

 普通株式増加数 (千株)        60,640        60,650 

 (うち転換社債) (千株)        60,636        60,636 

 (うちストックオプション) (千株)           4          14 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

(自己株式取得方式によるストックオ

プション) 

 2種類 普通株式51千株 

(新株予約権方式によるストックオプ

ション) 

 1種類 普通株式35千株 

 新株予約権の詳細については、「第

４ 提出会社の状況 １ 株式等の状

況 (2)新株予約権等の状況」に記載

している。 

(自己株式取得方式によるストックオ

プション) 

 2種類 普通株式76千株 

(新株予約権方式によるストックオプ

ション) 

 1種類 普通株式55千株 

 新株予約権の詳細については、「第

４ 提出会社の状況 １ 株式等の状

況 (7)ストックオプション制度の内

容」に記載している。 



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日からこの半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

  

  

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はない。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 平成17年6月27日 

  (事業年度(第99期) 自 平成16年12月1日 至 平成17年3月31日) 関東財務局長に提出 

    

(2)訂正発行登録書（普通社債） 平成17年6月27日 

  関東財務局長に提出 



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成17年11月28日

松 下 電 工 株 式 会 社 
   取 締 役 会 御 中 
  

  
  
  当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている松
下電工株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日か
ら平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連
結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成
責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に
中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査
手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務
諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作
成基準に準拠して、松下電工株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す
る有用な情報を表示しているものと認める。 
  
 追記情報 
  会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用され
ることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 
  
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  

  監 査 法 人 ト ー マ ツ    

  指 定 社 員
 公認会計士 久 田 友 春 印

  業務執行社員

  指 定 社 員
 公認会計士 大 西 康 弘 印

  業務執行社員

   
       

   

 (注)上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



  

独立監査人の中間監査報告書 
平成17年11月28日

松 下 電 工 株 式 会 社 
   取 締 役 会 御 中 
  

  
  
  当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている松
下電工株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第100期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日か
ら平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を
行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する
意見を表明することにある。 
  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に
中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必
要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する
意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に
準拠して、松下電工株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年
4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
 追記情報 
  会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されるこ
ととなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 
  
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

  

  監 査 法 人 ト ー マ ツ    

  指 定 社 員
 公認会計士 久 田 友 春 印

  業務執行社員

  指 定 社 員
 公認会計士 大 西 康 弘 印

  業務執行社員

   
       

   

 (注)上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
（半期報告書提出会社）が別途保管している。 
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